
　

１　総　額 ３　当初予算の概要
　（１）介護予防・生活支援サービス事業費の増額（27,513千円増）

　主な要因

　（２）健康長寿推進事業の増額（10,293千円増）

２　当初予算比較増減額 （単位　千円） 　（３）地域包括支援センター運営事業の増額（22,581千円増）

区分 № 令和５年度 令和６年度 比較増減 増減率

1 8,587 5,386 △ 3,201 △ 37.3％

8,587 5,386 △ 3,201 △ 37.3％

2 136,531 164,044 27,513 20.2％

3 320 375 55 17.2％

4 21,657 31,950 10,293 47.5％

5 91,950 114,531 22,581 24.6％

6 4,663 4,855 192 4.1％ 　（４）任意事業費の減額（6,201千円減）

7 7,624 3,586 △ 4,038 △ 53.0％

8 1,304 1,768 464 35.6％

9 823 824 1 0.1％

10 18,885 12,684 △ 6,201 △ 32.8％

283,757 334,617 50,860 17.9％

292,344 340,003 47,659 16.3％
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・高齢者実態把握調査の実施による増(３年に１回実施)
（5,819千円増）
・機能低下者向けの介護予防教室「こつこつ貯筋体操教室」及び
「ますます元気教室」を通年実施とし、日数を増やしたことによる増
（3,460千円増）

主な要因

主な要因

・成年後見制度利用促進事業（中核機関の運営委託）を一般会計に移
行することによる減（9,042千円減）
・生活支援員（会計年度任用職員）を一般会計に移行することによる
減（2,752千円減）
・認知症対応型共同生活介護事業所への家賃等助成事業の増
（6,000千円増）

介護予防・生活支援サービス事業費

令和６年度　地域支援事業等当初予算概要

（前年度比　　４７．５％増　１，０２９万３千円増）

・地域包括支援センター運営事業の増

・訪問型サービスの件数の増加（R5: 7,238件→R6: 7,530件）
・通所型サービスの件数の増加（R5:20,120件→R6:24,455件）

・介護予防・生活支援サービス事業費の増

　令和６年度地域支援事業等に係る当初予算については、介護予防・生活支援サー
ビス事業費の増、高齢者実態把握調査の実施等に伴う健康長寿推進事業の増、体制
強化による地域包括支援センター運営事業の増及び認知症対応型共同生活介護事業
所への家賃等助成事業を新たに実施すること等により当初予算額は前年度を上回り
ました。

３億４，０００万３千円
（前年度　２億９，２３４万４千円　＋１６．３％　４，７６５万９千円増）

主な要因

主な要因
・相談支援体制等の強化を図るため、地域包括支援センターごとに
正規職員（３職種）を１名増員すること等による増（23,198千円増）

（前年度比　　３２．８％減　　　６２０万１千円減）

　　　（前年度比　　２０．２％増　２，７５１万３千円増）

・健康長寿推進事業の増

事　　業

・任意事業費の減

（前年度比　　２４．６％増　２，２５８万１千円増）

紙おむつ給付事業

地域ケア会議推進事業

任意事業費

審査支払手数料

健康長寿推進事業

地域包括支援センター運営事業

在宅医療・介護連携推進事業

生活支援体制整備事業

認知症総合支援事業
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